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(57)【要約】
【課題】機械強度を維持しつつ出力信号のＳ／Ｎ比を向
上することができる振動片は提供される。
【解決手段】振動片は基部を有する。駆動用振動腕、検
出用振動腕および調整用振動腕６３が基部から延びる。
調整用振動腕６３には第１調整用電極６８と第２調整用
電極６９とが結合される。第１調整用電極６８は第１位
相の電気信号を生成する。第２調整用電極６９は第１位
相とは逆位相である第２位相の電気信号を生成する。検
出用振動腕の検出信号に調整用電極６８、６９の電気信
号が重畳されることで、漏れ振動成分の打ち消しが図ら
れる。第１電極片６８ａと第２電極片６８ｂとの間に調
整用振動腕６３は部分的に挟まれ、第３電極片６９ａと
第４電極片６９ｂとの間に調整用振動腕６３は部分的に
挟まれる。第１調整用電極６８および第２調整用電極６
９では比較的に大きな出力信号が得られる。
【選択図】図１２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基部と、
　前記基部から延びる駆動用振動腕および検出用振動腕と、
　前記基部から延びる調整用振動腕と、
　前記調整用振動腕に設けられ、第１位相の電気信号を生成する第１調整用電極と、
　前記調整用振動腕に設けられ、前記第１位相とは逆位相である第２位相の電気信号を生
成する第２調整用電極と、を備え、
　前記調整用振動腕は、
　第１面と、
　前記第１面とは反対側の第２面と、
　前記第１面および第２面を接続する第１側面および第２側面と、
　前記第１面に形成され、前記調整用振動腕の長手方向に延びる溝であって、前記第１側
面側の第１壁面、および、前記第２側面側の第２壁面、を有する第１溝と、
　前記第２面に形成され、前記調整用振動腕の長手方向に延びる溝であって、前記第１側
面側の第３壁面、および、前記第２側面側の第４壁面、を有する第２溝と、を備え、
　前記第１調整用電極は、
　前記第１側面に設けられている第１電極片と、
　前記第１壁面および前記第３壁面に設けられている第２電極片と、を備え、
　前記第２調整用電極は、
　前記第２側面に設けられている第３電極片と、
　前記第２壁面および前記第４壁面に設けられている第４電極片と、を備えることを特徴
とする振動片。
【請求項２】
　基部と、
　前記基部から延びる駆動用振動腕および検出用振動腕と、
　前記基部から延びる調整用振動腕と、
　前記調整用振動腕に設けられた圧電体に相互に離れた位置で接触し、第１位相の電気信
号を生成する第１調整用電極と、
　前記調整用振動腕に設けられた圧電体に相互に離れた位置で接触し、前記第１位相とは
逆位相である第２位相の電気信号を生成する第２調整用電極と、を備える振動片。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の振動片において、
　前記調整用振動腕の電気信号は、前記検出用振動腕の漏れ振動の電気信号に対して逆位
相であることを特徴とする振動片。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の振動片において、
　前記検出用振動腕には、前記駆動用振動腕に加えられた物理量に応じて電気信号を生成
する検出電極が設けられ、
　前記第１調整用電極と前記検出電極とが電気的に接続され、
　前記第２調整用電極と前記検出電極とが電気的に接続されていることを特徴とする振動
片。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の振動片を有することを特徴とするジャイロセンサ
ー。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の振動片を有することを特徴とする電子機器。
【請求項７】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の振動片を有することを特徴とする移動体。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動片およびその振動片を利用したジャイロセンサー、並びに、その振動片
が組み込まれる電子機器および移動体等に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば特許文献１に記載されるように、ジャイロセンサーに利用される振動片は一般に
知られる。駆動用振動腕に角速度運動が加わると、コリオリ力の働きで駆動用振動腕の振
動方向が変化する。コリオリ力に対応して特定の方向に新たに力成分が生起される。この
力成分は検出用振動腕の運動を引き起こす。こうして力成分に応じた出力信号が検出用振
動腕から出力される。特許文献１に記載の例では検出用振動腕および駆動用振動腕は連続
して１つの振動腕を形成する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平５－２５６７２３号公報
【特許文献２】特開２００８－２０９２１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　振動片の本体は例えば圧電材といった素材から削り出されることができる。削り出しに
あたって素材の表面および裏面にはマスクが配置される。マスク同士の間でアライメント
ずれが生じると、駆動用振動腕の側面は表面および裏面に直交することができず傾斜して
しまう。こうして駆動用振動腕の断面形状に加工誤差が生じると、駆動用振動腕は規定の
仮想平面内で振動することができず規定の仮想平面から傾斜する仮想平面内で振動してし
まう。いわゆる斜め振動が生じる。こうした現象は振動漏れと呼ばれ、検出用振動腕の出
力信号では力成分に漏れ振動の成分が重畳される。その結果、出力信号のＳ／Ｎ比は悪化
する。角速度運動が入力されていない状態で振動片から角速度信号が出力されてしまう。
特許文献２では、漏れ振動の成分の除去にあたって振動腕に切り込みが入れられる。そし
て、こうした振動腕の切り込みは振動片の機械強度の低下を誘引する。その上、振動片の
小型化が進むにつれて、切り込みの形状精度が振動腕の挙動に与える影響が増大し、さら
なる加工精度の向上が要求されつつある。しかしながら、こうした加工精度の向上は難し
い。
【０００５】
　本発明の少なくとも１つの態様によれば、機械強度を維持しつつ出力信号のＳ／Ｎ比を
向上することができる振動片は提供されることができる。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　（１）本発明の一態様は、基部と、前記基部から延びる駆動用振動腕および検出用振動
腕と、前記基部から延びる調整用振動腕と、前記調整用振動腕に設けられ、第１位相の電
気信号を生成する第１調整用電極と、前記調整用振動腕に設けられ、前記第１位相とは逆
位相である第２位相の電気信号を生成する第２調整用電極と、を備え、前記調整用振動腕
は、第１面と、前記第１面とは反対側の第２面と、前記第１面および第２面を接続する第
１側面および第２側面と、前記第１面に形成され、前記調整用振動腕の長手方向に延びる
溝であって、前記第１側面側の第１壁面、および、前記第２側面側の第２壁面、を有する
第１溝と、前記第２面に形成され、前記調整用振動腕の長手方向に延びる溝であって、前
記第１側面側の第３壁面、および、前記第２側面側の第４壁面、を有する第２溝と、を備
え、前記第１調整用電極は、前記第１側面に設けられている第１電極片と、前記第１壁面
および前記第３壁面に設けられている第２電極片と、を備え、前記第２調整用電極は、前
記第２側面に設けられている第３電極片と、前記第２壁面および前記第４壁面に設けられ
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ている第４電極片と、を備える振動片に関する。
【０００７】
　こうした振動片は角速度の検出にあたって用いられることができる。角速度の検出にあ
たって駆動用振動腕で振動が励起される。このとき、駆動用振動腕に角速度運動が加わる
と、コリオリ力の働きで駆動用振動腕の振動方向が変化する。コリオリ力に対応して特定
の方向に新たに力成分が生起される。この力成分は検出用振動腕の運動を引き起こす。こ
うして力成分に応じた出力信号が検出用振動腕から出力される。
【０００８】
　力成分は同時に調整用振動腕の運動を引き起こす。こうした運動に応じて第１調整用電
極および第２調整用電極からそれぞれ電気信号が出力される。検出用振動腕の出力信号に
含まれる漏れ振動の成分は第１調整用電極および第２調整用電極の電気信号で少なくとも
部分的に打ち消されることができることを本発明者は見出した。こうして第１調整用電極
および第２調整用電極の電気信号が検出用振動腕の出力信号に重畳されると、出力信号の
Ｓ／Ｎ比は向上する。しかも、第１調整用電極の電気信号および第２調整用電極の電気信
号は互いに逆位相であることから、第１調整用電極および第２調整用電極の相対関係に基
づき電気信号の大きさは調整されることができる。したがって、漏れ振動の位相が検出用
振動腕の出力信号に同位相でも逆位相でも漏れ振動の成分は打ち消されることができる。
第１調整用電極の電気信号と第２調整用電極の電気信号とが釣り合えば、それら電気信号
から検出用振動腕の出力信号に加えられる影響は排除されることができる。その上、電気
信号の調整にあたって第１調整用電極または第２調整用電極の形状が制御されればよく、
駆動用振動腕や検出用振動腕、調整用振動腕に切り込みの形成は回避されることができる
。機械強度の低下は回避されることができる。切り込みは形成されないことから、加工精
度の向上は必ずしも要求されない。
【０００９】
　特に、振動片では、第１電極片と第２電極片との間に調整用振動腕は部分的に挟まれ、
第３電極片と第４電極片との間に調整用振動腕は部分的に挟まれる。その結果、第１調整
用電極および第２調整用電極では比較的に大きな出力信号が得られる。漏れ振動の調整範
囲は広がることができる。歩留まりは向上することができる。
【００１０】
　（２）本発明の他の態様は、基部と、前記基部から延びる駆動用振動腕および検出用振
動腕と、前記基部から延びる調整用振動腕と、前記調整用振動腕に設けられた圧電体に相
互に離れた位置で接触し、第１位相の電気信号を生成する第１調整用電極と、前記調整用
振動腕に設けられた圧電体に相互に離れた位置で接触し、前記第１位相とは逆位相である
第２位相の電気信号を生成する第２調整用電極と、を備える振動片に関する。
【００１１】
　こうした振動片は角速度の検出にあたって用いられることができる。角速度の検出にあ
たって駆動用振動腕で振動が励起される。このとき、駆動用振動腕に角速度運動が加わる
と、コリオリ力の働きで駆動用振動腕の振動方向が変化する。コリオリ力に対応して特定
の方向に新たに力成分が生起される。この力成分は検出用振動腕の運動を引き起こす。こ
うして力成分に応じた出力信号が検出用振動腕から出力される。
【００１２】
　力成分は同時に調整用振動腕の運動を引き起こす。こうした運動に応じて第１調整用電
極および第２調整用電極からそれぞれ電気信号が出力される。検出用振動腕の出力信号に
含まれる漏れ振動の成分は第１調整用電極および第２調整用電極の電気信号で少なくとも
部分的に打ち消されることができることを本発明者は見出した。こうして第１調整用電極
および第２調整用電極の電気信号が検出用振動腕の出力信号に重畳されると、出力信号の
Ｓ／Ｎ比は向上する。しかも、第１調整用電極の電気信号および第２調整用電極の電気信
号は互いに逆位相であることから、第１調整用電極および第２調整用電極の相対関係に基
づき電気信号の大きさは調整されることができる。したがって、漏れ振動の位相が検出用
振動腕の出力信号に同位相でも逆位相でも漏れ振動の成分は打ち消されることができる。
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第１調整用電極の電気信号と第２調整用電極の電気信号とが釣り合えば、それら電気信号
から検出用振動腕の出力信号に加えられる影響は排除されることができる。その上、電気
信号の調整にあたって第１調整用電極または第２調整用電極の形状が制御されればよく、
駆動用振動腕や検出用振動腕、調整用振動腕に切り込みの形成は回避されることができる
。機械強度の低下は回避されることができる。切り込みは形成されないことから、加工精
度の向上は必ずしも要求されない。
【００１３】
　（３）前記調整用振動腕の電気信号は、前記検出用振動腕の漏れ振動の電気信号に対し
て逆位相であることができる。調整用振動腕の電気信号は漏れ振動の電気信号を打ち消す
ことができる。こうして出力信号のＳ／Ｎ比は向上することができる。
【００１４】
　（４）前記検出用振動腕には、前記駆動用振動腕に加えられた物理量に応じて電気信号
を生成する検出電極が設けられることができ、前記第１調整用電極と前記検出電極とが電
気的に接続されることができ、前記第２調整用電極と前記検出電極とが電気的に接続され
ることができる。調整用振動腕の電気信号は検出用振動腕の出力信号に重畳されることが
できる。電気信号の大きさは調整される。調整の結果、調整用振動腕の電気信号は漏れ振
動の成分を打ち消すことができる。こうして出力信号のＳ／Ｎ比は向上することができる
。
【００１５】
　（５）振動片はジャイロセンサーに組み込まれて利用されることができる。ジャイロセ
ンサーは振動片を有することができる。
【００１６】
　（６）振動片はは電子機器に組み込まれて利用されることができる。電子機器は振動片
を有することができる。
【００１７】
　（７）振動片は移動体に組み込まれて利用されることができる。移動体は振動片を有す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】第１実施形態に係るジャイロセンサーの構成を概略的に示す垂直断面図である。
【図２】振動片の構造を概略的に示す拡大平面図である。
【図３】第２振動腕の表面の構成を概略的に示す拡大部分平面図である。
【図４】表側から第２振動腕の裏面の構成を概略的に示す拡大透視平面図である。
【図５】第１振動腕および第３振動腕の表面の構成を概略的に示す拡大部分平面図である
。
【図６】表側から第１振動腕および第３振動腕の裏面の構成を概略的に示す拡大透視部分
平面図である。
【図７】第２振動腕すなわち駆動用振動腕の振動の様子を概略的に示す振動片の斜視図で
ある。
【図８】第１振動腕すなわち検出用振動腕の振動の様子を概略的に示す振動片の斜視図で
ある。
【図９】漏れ振動と第１振動腕の検出信号および第３振動腕の検出信号との関係を概略的
に示す（ａ）グラフ、（ｂ）第１振動腕の拡大垂直断面図、および（ｃ）第３振動腕の拡
大垂直断面図である。
【図１０】漏れ振動と第１振動腕の検出信号および第３振動腕の検出信号との関係を概略
的に示す（ａ）グラフ、（ｂ）第１振動腕の拡大垂直断面図、および（ｃ）第３振動腕の
拡大垂直断面図である。
【図１１】相互に打ち消し合う第３振動腕の検出信号の関係を概略的に示す（ａ）グラフ
、および（ｂ）第３振動腕の拡大垂直断面図である。
【図１２】第２実施形態に係るジャイロセンサーに用いられる第３振動腕の構造を概略的
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に示す拡大垂直断面図である。
【図１３】第３実施形態に係るジャイロセンサーに用いられる第１振動腕の構造を概略的
に示す拡大垂直断面図である。
【図１４】第３実施形態に係るジャイロセンサーで振動片の表面の構成を概略的に示す拡
大部分平面図である。
【図１５】第３実施形態に係るジャイロセンサーで表側から振動片の裏面の構成を概略的
に示す拡大透視部分平面図である。
【図１６】第４実施形態に係るジャイロセンサーに用いられる第３振動腕の構造を概略的
に示す拡大垂直断面図である。
【図１７】第４実施形態に係るジャイロセンサーで振動片の表面の構成を概略的に示す拡
大部分平面図である。
【図１８】第４実施形態に係るジャイロセンサーで表側から振動片の裏面の構成を概略的
に示す拡大透視部分平面図である。
【図１９】漏れ振動と第１振動腕の検出信号および第３振動腕の検出信号との関係を概略
的に示す（ａ）グラフ、（ｂ）第１振動腕の拡大垂直断面図、および（ｃ）第３振動腕の
拡大垂直断面図である。
【図２０】漏れ振動と第１振動腕の検出信号および第３振動腕の検出信号との関係を概略
的に示す（ａ）グラフ、（ｂ）第１振動腕の拡大垂直断面図、および（ｃ）第３振動腕の
拡大垂直断面図である。
【図２１】第５実施形態に係るジャイロセンサーに用いられる第３振動腕の構造を概略的
に示す拡大垂直断面図である。
【図２２】第６実施形態に係るジャイロセンサーに用いられる第３振動腕の構造を概略的
に示す拡大垂直断面図である。
【図２３】第７実施形態に係るジャイロセンサーに用いられる振動片の構造を概略的に示
す平面図である。
【図２４】電子機器の一具体例としてのスマートフォンの構成を概略的に示す概念図であ
る。
【図２５】電子機器の他の具体例としてのデジタルスチルカメラの構成を概略的に示す概
念図である。
【図２６】移動体の一具体例としての自動車の構成を概略的に示す概念図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、添付図面を参照しつつ本発明の一実施形態を説明する。なお、以下に説明する本
実施形態は、特許請求の範囲に記載された本発明の内容を不当に限定するものではなく、
本実施形態で説明される構成の全てが本発明の解決手段として必須であるとは限らない。
【００２０】
（１）第１実施形態に係るジャイロセンサーの構成
　図１は第１実施形態に係るジャイロセンサー１１の構成を概略的に示す。ジャイロセン
サー１１は例えば箱形の容器１２を備える。容器１２は容器本体１３および蓋材１４を備
える。容器本体１３の開口は蓋材１４で気密に塞がれる。容器１２の内部空間は例えば真
空に封止されることができる。容器１２は剛体として機能する。少なくとも蓋材１４は導
体から形成されることができる。蓋材１４が接地されれば、蓋材１４は電磁波に対してシ
ールド効果を発揮することができる。
【００２１】
　容器１２には振動片１５およびＩＣ（集積回路）チップ１６が収容される。振動片１５
およびＩＣチップ１６は容器１２の内部空間内に配置される。振動片１５は本体１７およ
び導電膜１８を備える。本体１７の表面に導電膜１８が積層される。導電膜１８は金（Ａ
ｕ）、銅（Ｃｕ）、その他の金属といった導電材から形成されることができる。導電膜１
８は薄膜や厚膜で構成されることができる。図１から明らかなように、振動片１５の本体
１７は表面１７ａおよび裏面１７ｂを有する。表面１７ａは第１基準平面ＲＰ１内に広が
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る。裏面１７ｂは第２基準平面ＲＰ２内に広がる。第２基準平面ＲＰ２は第１基準平面Ｒ
Ｐ１に平行に広がる。ここでは、本体１７全体は１つの圧電体から形成される。圧電体に
は例えば水晶が用いられることができる。
【００２２】
　振動片１５は容器本体１３に片持ち支持される。片持ち支持にあたって本体１７の一端
には固定部１９が区画される。固定部１９には接続端子群２１が配置される。接続端子群
２１は裏面１７ｂに広がる導電膜１８の一部で形成される。接続端子群２１は複数の接続
端子すなわち導電材製パッドを含む。接続端子の詳細は後述される。その一方で、容器本
体１３の底板には導電端子群２２が配置される。接続端子群２２は複数の接続端子すなわ
ち導電材製パッドを含む。振動片１５の導電端子群２１は底板上の導電端子群２２に接合
される。接合にあたって例えばはんだバンプや金バンプといった導電接合材２３が用いら
れることができる。こうして振動片１５は固定部１９で容器本体１３の底板に固着される
。導電端子群２２は導電膜１８の配線（図示されず）でＩＣチップ１６に接続される。Ｉ
Ｃチップ１６は例えば容器本体１３の底板に接着されればよい。
【００２３】
　図２に示されるように、振動片１５の本体１７は基部２５、１対の第１振動腕２６ａ、
２６ｂ、１対の第２振動腕２７ａ、２７ｂおよび１対の第３振動腕２８ａ、２８ｂを有す
る。振動片１５の表面１７ａおよび裏面１７ｂは第１振動腕２６ａ、２６ｂの表面および
裏面、第２振動腕２７ａ、２７ｂの表面および裏面、並びに、第３振動腕２８ａ、２８ｂ
の表面および裏面にそれぞれ相当する。振動片１５の表面１７ａおよび裏面１７ｂは、後
述されるように、駆動信号で励起される振動の方向すなわち第２振動腕２７ａ、２７ｂの
励振方向を規定する。
【００２４】
　１対の第１振動腕２６ａ、２６ｂは基部２５から第１方向Ｄ１に延びる。第１振動腕２
６ａ、２６ｂは基部２５に片持ち支持される。第１振動腕２６ａ、２６ｂ同士は相互に平
行に延びる。第１振動腕２６ａ、２６ｂは、基部２５の重心を含み第１および第２基準平
面ＲＰ１、ＲＰ２に直交する対称面２９に関して面対称に形作られる。ここでは、１対の
第１振動腕２６ａ、２６ｂは１対の検出腕として機能する。基部２５は所定の剛性を有す
る。
【００２５】
　１対の第２振動腕２７ａ、２７ｂは基部２５から第２方向Ｄ２に延びる。第２方向Ｄ２
は第１方向Ｄ１の逆向きに相当する。第２振動腕２７ａ、２７ｂは基部２５に片持ち支持
される。第２振動腕２７ａ、２７ｂ同士は相互に平行に延びる。第２振動腕２７ａ、２７
ｂは、基部２５の重心を含み第１および第２基準平面ＲＰ１、ＲＰ２に直交する対称面２
９に関して面対称に形作られる。ここでは、１対の第２振動腕２７ａ、２７ｂは１対の駆
動腕として機能する。
【００２６】
　１対の第３振動腕２８ａ、２８ｂは基部２５から第１方向Ｄ１に延びる。第３振動腕２
８ａ、２８ｂは基部２５に片持ち支持される。第３振動腕２８ａ、２８ｂ同士は相互に平
行に延びる。第３振動腕２８ａ、２８ｂは、基部２５の重心を含み第１および第２基準平
面ＲＰ１、ＲＰ２に直交する対称面２９に関して面対称に形作られる。ここでは、１対の
第３振動腕２８ａ、２８ｂは１対の調整用振動腕として機能する。調整用振動腕同士の間
の空間に１対の検出腕は配置される。
【００２７】
　振動片１５の本体１７は少なくとも１本の第１吊り腕３２ａ、３２ｂと１対の第２吊り
腕３３ａ、３３ｂとを有する。ここでは、本体１７には１対の第１吊り腕３２ａ、３２ｂ
が区画される。第１吊り腕３２ａ、３２ｂは、１対の第２振動腕２７ａ、２７ｂの両側で
固定部１９から第１方向Ｄ１にそれぞれ延びる。第１吊り腕３２ａ、３２ｂの先端は基部
２５の第１連結部３４にそれぞれ連結される。２つの第１連結部３４は１対の第２振動腕
２７ａ、２７ｂの両側に位置する。
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【００２８】
　第２吊り腕３３ａ、３３ｂは、１対の第２振動腕２７ａ、２７ｂおよび１対の第１吊り
腕３２ａ、３２ｂの両側でそれぞれ固定部１９から第１方向Ｄ１に延びる。第２吊り腕３
３ａ、３３ｂの先端は基部２５の第２連結部３５に連結される。第２連結部３５は第１連
結部３４よりも第１方向Ｄ１に位置する。
【００２９】
　図３に示されるように、導電膜１８は２対の第１駆動電極４１ａ、４１ｂおよび２対の
第２駆動電極４２ａ、４２ｂを形成する。第１対の第１駆動電極４１ａは一方の第２振動
腕２７ａに固定される。第１駆動電極４１ａは第２振動腕２７ａの側面に広がる。第１駆
動電極４１ａ同士の間に第２振動腕２７ａは挟まれる。第１駆動電極４１ａ同士は第２振
動腕２７ａの自由端側で相互に接続される。第２対の第１駆動電極４１ｂは他方の第２振
動腕２７ｂに固定される。第１駆動電極４１ｂは第２振動腕２７ｂの表面１７ａおよび裏
面１７ｂに広がる。第１駆動電極４１ｂ同士の間に第２振動腕２７ｂは挟まれる。第２対
の第１駆動電極４１ｂは第１対の第１駆動電極４１ａに基部２５で接続される。
【００３０】
　第１対の第２駆動電極４２ａは一方の第２振動腕２７ａに固定される。第２駆動電極４
２ａは第２振動腕２７ａの表面１７ａおよび裏面１７ｂに広がる。第２駆動電極４２ａ同
士の間に第２振動腕２７ａは挟まれる。第２対の第２駆動電極４２ｂは他方の第２振動腕
２７ｂに固定される。第２駆動電極４２ｂは第２振動腕２７ｂの側面に広がる。第２駆動
電極４２ｂ同士の間に第２振動腕２７ｂは挟まれる。第２駆動電極４２ｂ同士は第２振動
腕２７ｂの自由端側で相互に接続される。第２対の第２駆動電極４２ｂは第１対の第２駆
動電極４２ａに基部２５で接続される。第１駆動電極４１ａ、４１ｂおよび第２駆動電極
４２ａ、４２ｂの間に電界が加えられると、第２振動腕２７ａ、２７ｂは変形する。
【００３１】
　導電膜１８は第１駆動配線４３および第２駆動配線４４を形成する。第１駆動配線４３
は一方の第１吊り腕３２ａに固定される。第１駆動配線４３は第１吊り腕３２ａの全長に
わたって第１吊り腕３２ａ上を延びる。第１駆動配線４３は第１駆動電極４１ａ、４１ｂ
に接続される。第２駆動配線４４は他方の第１吊り腕３２ｂに固定される。第２駆動配線
４４は第１吊り腕３２ｂの全長にわたって第１吊り腕３２ｂ上を延びる。第２駆動配線４
４は第２駆動電極４２ａ、４２ｂに接続される。
【００３２】
　図４に示されるように、接続端子群２１は第１駆動端子４５および第２駆動端子４６を
含む。第１駆動端子４５および第２駆動端子４６はそれぞれ固定部１９の裏面１７ｂに固
定される。第１駆動端子４５は第１駆動配線４３に接続される。第２駆動端子４６は第２
駆動配線４４に接続される。第１駆動端子４５および第２駆動端子４６から第１駆動電極
４１ａ、４１ｂおよび第２駆動電極４２ａ、４２ｂに駆動信号が供給されることができる
。
【００３３】
　導電膜１８は２組の第１検出電極対（信号電極４７ａおよびグラウンド電極４７ｂ）並
びに２組の第２検出電極対（信号電極４８ａおよびグラウンド電極４８ｂ）を形成する。
図５に示されるように、第１検出電極対の信号電極４７ａおよびグラウンド電極４７ｂは
一方の第１振動腕２６ａに固定される。第１検出電極対の信号電極４７ａは第１振動腕２
６ａの表面１７ａで第１振動腕２６ａの根元から自由端に向かって延びる。第１検出電極
対のグラウンド電極４７ｂは第１振動腕２６ａの表面１７ａで第１振動腕２６ａの根元か
ら自由端に向かって延びる。
【００３４】
　第２検出電極対の信号電極４８ａおよびグラウンド電極４８ｂは他方の第１振動腕２６
ｂに固定される。第２検出電極対の信号電極４８ａは第１振動腕２６ｂの表面１７ａで第
１振動腕２６ｂの根元から先端に向かって延びる。第１検出電極対のグラウンド電極４８
ｂは第１振動腕２６ｂの表面１７ａで第１振動腕２６ｂの根元から自由端に向かって延び
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る。
【００３５】
　導電膜１８は２組の第１調整用電極対４９および２組の第２調整用電極対５１を形成す
る。第１調整用電極対４９は第３振動腕２８ａに固定される。第１調整用電極対４９は第
１電極片４９ａおよび１対の第２電極片４９ｂを備える。第１電極片４９ａは第３振動腕
２８ａの第１側面５２に配置される。第１側面５２は対称面２９に平行に規定されて第３
振動腕２８ａの表面（第１面）１７ａおよび裏面（第２面）１７ｂを相互に接続する。第
１電極片４９ａは第３振動腕２８ａの根元から自由端に向かって第３振動腕２８ａの全長
にわたって延びる。
【００３６】
　一方の第２電極片４９ｂは第３振動腕２８ａの表面１７ａに配置される。第２電極片４
９ｂは第３振動腕２８ａの根元から自由端に向かって第３振動腕２８ａの全長にわたって
延びる。第２電極片４９ｂは第１側面５２および表面１７ａの稜線を挟んで第１電極片４
９ａと隣り合う。第１電極片４９ａおよび第２電極片４９ｂの間には稜線に沿って間隙が
区画される。第３振動腕２８ａの変形に応じて第１電極片４９ａおよび第２電極片４９ｂ
から電流は取り出される。
【００３７】
　第２調整用電極対５１は同様に第３振動腕２８ａに固定される。第２調整用電極対５１
は第３電極片５１ａおよび１対の第４電極片５１ｂを備える。第３電極片５１ａは第３振
動腕２８ａの第２側面５３に配置される。第２側面５３は対称面２９に平行に規定されて
第３振動腕２８ａの表面（第１面）１７ａおよび裏面（第２面）１７ｂを相互に接続する
。第２側面５３は第１側面５２の反対側（裏側）に位置する。第３電極片５１ａは第３振
動腕２８ａの根元から自由端に向かって第３振動腕２８ａの全長にわたって延びる。第３
電極片５１ａは第３振動腕２８ａを挟んで第１電極片４９ａに対向する。
【００３８】
　一方の第４電極片５１ｂは第３振動腕２８ａの表面１７ａに配置される。第４電極片５
１ｂは第３振動腕２８ａの根元から自由端に向かって第３振動腕２８ａの全長にわたって
延びる。第４電極片５１ｂは第２側面５３および表面１７ａの稜線を挟んで第３電極片５
１ａと隣り合う。第３電極片５１ａおよび第４電極片５１ｂの間には稜線に沿って間隙が
区画される。第３振動腕２８ａの変形に応じて第３電極片５１ａおよび第４電極片５１ｂ
から電流は取り出される。
【００３９】
　同様に、もう一つの第３振動腕２８ｂには第１調整用電極対４９および第２調整用電極
対５１が固定される。固定にあたって第３振動腕２８ｂには第３振動腕２８ａと同様に第
１側面５２および第２側面５３が規定される。第３振動腕２８ｂの第１側面５２および第
２側面５３にはそれぞれ第１電極片４９ａおよび第３電極片５１ａが固定される。第３振
動腕２８ｂの表面（第１面）１７ａには第２電極片４９ｂおよび第４電極片５１ｂが固定
される。
【００４０】
　導電膜１８は第１検出配線５５および第２検出配線５６を形成する。第１検出配線５５
および第２検出配線５６は基部２５や一方の第２吊り腕３３ａに固定される。第１検出配
線５５には第３振動腕２８ａの第１電極片４９ａおよび第４電極片５１ｂが電気的に接続
される。第２検出配線５６には第２電極片４９ｂおよび第３電極片５１ａが電気的に接続
される。同様に、導電膜１８は第３検出配線５７および第４検出配線５８を形成する。第
３検出配線５７および第４検出配線５８は基部２５やもう１つの第２吊り腕３３ｂに固定
される。第３検出配線５７には第３振動腕２８ｂの第１電極片４９ａおよび第４電極片５
１ｂが電気的に接続される。第４検出配線５８には第２電極片４９ｂおよび第３電極片５
１ａが電気的に接続される。
【００４１】
　図６に示されるように、第１振動腕２６ａの裏面１７ｂには同様に第１検出電極対の信
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号電極４７ａおよびグラウンド電極４７ｂが配置される。信号電極４７ａおよびグラウン
ド電極４７ｂは第１振動腕２６ａの根元から自由端に向かって延びる。裏面１７ｂの信号
電極４７ａは表面１７ａの信号電極４７ａに第１振動腕２６ａの自由端で接続されること
ができる。裏面１７ｂのグラウンド電極４７ｂは表面１７ａのグラウンド電極４７ｂに基
部２５で接続されることができる。第１振動腕２６ａの変形に応じて信号電極４７ａおよ
びグラウンド電極４７ｂから電流は取り出される。
【００４２】
　もう１つの第１振動腕２６ｂの裏面１７ｂには同様に信号電極４８ａおよびグラウンド
電極４８ｂが配置される。信号電極４８ａおよびグラウンド電極４８ｂは第１振動腕２６
ｂの根元から自由端に向かって延びる。裏面１７ｂの信号電極４８ａは表面１７ａの信号
電極４８ａに第１振動腕２６ｂの自由端で接続されることができる。裏面１７ｂのグラウ
ンド電極４８ｂは表面１７ａのグラウンド電極４８ｂに基部２５で接続されることができ
る。第１振動腕２６ｂの変形に応じて信号電極４８ａおよびグラウンド電極４８ｂから電
流は取り出される。
【００４３】
　第３振動腕２８ａの裏面１７ｂには同様に他方の第２電極片４９ｂが配置される。第２
電極片４９ｂは第３振動腕２８ａの根元から自由端に向かって第３振動腕２８ａの全長に
わたって延びる。第２電極片４９ｂは第１側面５２および裏面１７ｂの稜線を挟んで第１
電極片４９ａと隣り合う。第１電極片４９ａおよび第２電極片４９ｂの間には稜線に沿っ
て間隙が区画される。第３振動腕２８ａの変形に応じて第１電極片４９ａおよび第２電極
片４９ｂから電流は取り出される。同様に、他方の第４電極片５１ｂは第３振動腕２８ａ
の裏面１７ｂに配置される。第４電極片５１ｂは第３振動腕２８ａの根元から自由端に向
かって第３振動腕２８ａの全長にわたって延びる。第４電極片５１ｂは第２側面５３およ
び裏面１７ｂの稜線を挟んで第３電極片５１ａと隣り合う。第３電極片５１ａおよび第４
電極片５１ｂの間には稜線に沿って間隙が区画される。第３振動腕２８ａの変形に応じて
第３電極片５１ａおよび第４電極片５１ｂから電流は取り出される。
【００４４】
　接続端子群２１は１対の第１検出端子（信号端子５９ａおよびグラウンド端子５９ｂ）
並びに１対の第２検出端子（信号端子６１ａおよびグラウンド端子６１ｂ）を含む。第１
検出端子の信号端子５９ａおよびグラウンド端子５９ｂ並びに第２検出端子の信号端子６
１ａおよびグラウンド端子６１ｂは固定部１９に固定される。第１検出端子の信号端子５
９ａは第１検出配線５５に電気的に接続される。第１検出端子のグラウンド端子５９ｂは
第２検出配線５６に電気的に接続される。第２検出端子の信号端子６１ａは第３検出配線
５７に電気的に接続される。第２検出端子のグラウンド端子６１ｂは第４検出配線５８に
電気的に接続される。グラウンド端子５９ｂは信号端子５９ａと第１駆動端子４５との間
に配置される。同様に、グラウンド端子６１ｂは信号端子６１ａと第２駆動端子４６との
間に配置される。
【００４５】
（２）第１実施形態に係るジャイロセンサーの動作
　次にジャイロセンサー１１の動作を簡単に説明する。図７に示されるように、角速度の
検出にあたって第２振動腕２７ａ、２７ｂで振動が励起される。振動の励起にあたって振
動片１５には第１駆動端子４５および第２駆動端子４６から駆動信号が入力される。その
結果、第１駆動電極４１ａ、４１ｂと第２駆動電極４２ａ、４２ｂとの間で振動片１５の
本体１７に電界が作用する。特定の周波数の波形が入力されることで、第２振動腕２７ａ
、２７ｂは第１基準平面ＲＰ１および第２基準平面ＲＰ２の間で屈曲運動する。相互に離
れたり相互に近づいたりを繰り返す。
【００４６】
　ジャイロセンサー１１に角速度運動が加わると、図８に示されるように、コリオリ力の
働きで第２振動腕２７ａ、２７ｂの振動方向が変化する。いわゆるウォークモード励振が
引き起こされる。このとき、コリオリ力に対応して対称面２９に平行に新たに力成分が生
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起される。第２振動腕２７ａ、２７ｂは対称面２９に平行に屈曲運動する。第２振動腕２
７ａ、２７ｂは振動の重心回りで揺動する。
【００４７】
　第２振動腕２７ａ、２７ｂのウォークモード励振は基部２５から第１振動腕２６ａ、２
６ｂに伝播する。その結果、対称面２９に平行な力成分に基づき第１振動腕２６ａ、２６
ｂの運動が引き起こされる。第１振動腕２６ａ、２６ｂは対称面２９に平行に屈曲運動す
る。第１振動腕２６ａ、２６ｂは振動の重心回りで揺動する。こうした屈曲運動に応じて
第１振動腕２６ａ、２６ｂでは圧電効果に基づき電界が生じ、電荷が生み出される。第１
振動腕２６ａの屈曲運動は第１検出電極対の信号電極４７ａおよびグラウンド電極４７ｂ
の間で電位差を生み出す。同様に、第１振動腕２６ｂの屈曲運動は第２検出電極対の信号
電極４８ａおよびグラウンド電極４８ｂの間で電位差を生み出す。
【００４８】
　第２振動腕２７ａ、２７ｂのウォークモード励振は基部２５から第３振動腕２８ａ、２
８ｂに伝播する。その結果、第３振動腕２８ａ、２８ｂの運動が引き起こされる。こうし
た運動に応じて第１調整用電極対４９および第２調整用電極対５１からそれぞれ電気信号
が出力される。
【００４９】
　図９に示されるように、第１振動腕２６ａ、２６ｂの形状が例えば加工誤差に基づき設
計された形状からずれると、第１振動腕２６ａ、２６ｂの出力信号ではコリオリ力の力成
分に漏れ振動の成分が重畳される。同時に、第１振動腕２６ａ、２６ｂの出力信号には第
１調整用電極対４９の電気信号および第２調整用電極対５１の電気信号が重畳される。電
気信号の大きさは調整される。調整の結果、第１および第２調整用電極対４９、５１の電
気信号は漏れ振動の成分を打ち消すことができる。こうして出力信号のＳ／Ｎ比は向上す
る。電気信号の調整にあたって第１調整用電極対４９または第２調整用電極対５１の形状
は予め整えられる。第１電極片４９ａおよび第２電極片４９ｂの間に介在する圧電体の体
積や第１電極片４９ａと第２電極片４９ｂとの距離が調整される。第３電極片５１ａおよ
び第４電極片５１ｂの間に介在する圧電体の体積や第３電極片５１ａと第４電極片５１ｂ
との距離が調整される。第１振動腕２６ａ、２６ｂ、第２振動腕２７ａ、２７ｂおよび第
３振動腕２８ａ、２８ｂに切り込みの形成は回避されることができる。機械強度の低下は
回避されることができる。切り込みは形成されないことから、加工精度の向上は必ずしも
要求されない。
【００５０】
　しかも、第１調整用電極対４９の電気信号および第２調整用電極対５１の電気信号は互
いに逆位相であることから、第１調整用電極対４９および第２調整用電極対５１の相対関
係に基づき電気信号の大きさは調整されることができる。したがって、図９および図１０
から明らかなように、漏れ振動の位相が第１振動腕２６ａ、２６ｂの出力信号に同位相で
も逆位相でも漏れ振動の成分は打ち消されることができる。第１調整用電極対４９の電気
信号と第２調整用電極対５１の電気信号とが相互に打ち消し合えば、図１１に示されるよ
うに、それら電気信号から第１振動腕２６ａ、２６ｂの出力信号に加えられる影響は排除
されることができる。
【００５１】
（３）第１実施形態に係るジャイロセンサーの製造方法
　ジャイロセンサー１１の製造にあたって振動片１５が製造される。水晶体から振動片１
５の本体１７が削り出される。本体１７上には導電膜１８が形成される。導電膜１８は設
計通りのパターンで形成される。導電膜１８の形成にあたって例えばフォトリソグラフィ
技術が用いられることができる。
【００５２】
　容器１２が用意される。容器本体１３内にＩＣチップ１６が固着される。続いて容器本
体１３内に振動片１５が固着される。接続端子群２１は接続端子群２２に接合される。第
１および第２駆動端子４５、４６、第１検出端子５９ａ、５９ｂ、並びに、第２検出端子
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６１ａ、６１ｂはそれぞれ対応の接続端子に受け止められる。こうして振動片１５はＩＣ
チップ１６に電気的に接続される。
【００５３】
　ここで、ジャイロセンサー１１のチューニングが実施される。チューニングではＩＣチ
ップ１６に制御信号が供給される。ＩＣチップ１６は角速度の検出動作を開始する。前述
と同様に、第２振動腕２７ａ、２７ｂで振動が励起される。角速度運動が作用しなければ
、第２振動腕２７ａ、２７ｂにはコリオリ力は生成されない。このとき、仮にジャイロセ
ンサー１１で角速度＝「０（ゼロ）」が検出されれば、容器本体１３の開口は蓋材１４で
気密に塞がれる。容器１２の内部空間は封止される。ジャイロセンサー１１の製造は完了
する。
【００５４】
　ジャイロセンサー１１で角速度＝「０」が検出されなければ、漏れ振動が想定される。
この場合には、測定された電荷量に応じて第１調整用電極対４９の第２電極片４９ｂや第
２調整用電極対５１の第４電極片５１ｂの形状が整えられる。例えばレーザーで電極片４
９ｂ、５１ｂの一部が除去されたり切り離されたりする。その結果、電極片４９ｂ、５１
ｂの輪郭にはレーザー痕が形成される。こうして第２電極片４９ｂや第４電極片５１ｂが
整えられた結果、ジャイロセンサー１１で角速度＝「０（ゼロ）」が検出されれば、容器
本体１３の開口は蓋材１４で気密に塞がれる。容器１２の内部空間は封止される。ジャイ
ロセンサー１１の製造は完了する。
【００５５】
（４）第２実施形態に係るジャイロセンサー
　第２実施形態に係るジャイロセンサー１１では振動片１５に前述の第３振動腕２８ａ、
２８ｂに代えて第３振動腕６３が用いられる。図１２に示されるように、第３振動腕６３
の表面（第１面）１７ａには第１溝６４が形成され第３振動腕６３の裏面（第２面）１７
ｂには第２溝６５が形成される。第１溝６４および第２溝６５は第３振動腕６３の根元か
ら自由端に向かって第３振動腕６３の長手方向に延びる。第１溝６４および第２溝６５は
第３振動腕６３の全長にわたって延びる長溝に形成されることができる。
【００５６】
　第１溝６４は第１壁面６６ａおよび第２壁面６６ｂを有する。第１壁面６６ａおよび第
２壁面６６ｂは相互に向き合う。第１壁面６６ａは第１側面５２との間に第３振動腕６３
の圧電体を挟む。第２壁面６６ｂは第２側面５３との間に第３振動腕６３の圧電体を挟む
。第１壁面６６ａおよび第２壁面６６ｂは対称面２９に平行に広がればよい。
【００５７】
　第２溝６５は第３壁面６７ａおよび第４壁面６７ｂを有する。第３壁面６７ａおよび第
４壁面６７ｂは相互に向き合う。第３壁面６７ａは第１側面５２との間に第３振動腕６３
の圧電体を挟む。第４壁面６７ｂは第２側面５３との間に第３振動腕６３の圧電体を挟む
。第３壁面６７ａおよび第４壁面６７ｂは対称面２９に平行に広がればよい。
【００５８】
　個々の第３振動腕６３には第１調整用電極対６８および第２調整用電極対６９が固定さ
れる。第１調整用電極対６８は第１電極片６８ａおよび１対の第２電極片６８ｂを備える
。第１電極片６８ａは第３振動腕６３の第１側面５２に形成される。第１電極片６８ａは
第３振動腕６３の根元から自由端に向かって第３振動腕６３の全長にわたって延びる。第
１電極片６８ａは第１検出配線５５または第３検出配線５７に電気的に接続される。
【００５９】
　一方の第２電極片６８ｂは第１溝６４内の第１壁面６６ａに配置される。第２電極片６
８ｂは第３振動腕６３の根元から自由端に向かって第１溝６４の全長にわたって延びる。
もう１つの第２電極片６８ｂは第２溝６５内の第３壁面６７ａに配置される。第２電極片
６８ｂは第３振動腕６３の根元から自由端に向かって第２溝６５の全長にわたって延びる
。第２電極片６８ｂは第２検出配線５６または第４検出配線５８に電気的に接続される。
【００６０】
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　第２調整用電極対６９は第３電極片６９ａおよび１対の第４電極片６９ｂを備える。第
３電極片６９ａは第３振動腕６３の第２側面５３に形成される。第３電極片６９ａは第３
振動腕６３の根元から自由端に向かって第３振動腕６３の全長にわたって延びる。第３電
極片６９ａは第２検出配線５６または第４検出配線５８に電気的に接続される。
【００６１】
　一方の第４電極片６９ｂは第１溝６４内の第２壁面６６ｂに配置される。第４電極片６
９ｂは第３振動腕６３の根元から自由端に向かって第１溝６４の全長にわたって延びる。
もう１つの第４電極片６９ｂは第２溝６５内の第４壁面６７ｂに配置される。第４電極片
６９ｂは第３振動腕６３の根元から自由端に向かって第２溝６５の全長にわたって延びる
。第４電極片６９ｂは第１検出配線５５または第３検出配線５７に電気的に接続される。
その他の構成は前述の第１実施形態の構成と同一に構成されることができる。前述の第１
実施形態と均等な構成や構造には同一の参照符号が付され、その詳細な説明は割愛される
。
【００６２】
　駆動信号で励起される振動が第３振動腕６３に伝わると、第１側面５２の収縮時に第２
側面５３は伸張し、第１側面５２の伸張時に第２側面５３は収縮する。その結果、第２調
整用電極対６９は第１調整用電極対６８の逆位相の電気信号を出力することができる。こ
の第２実施形態では、第１電極片６８ａと第２電極片６８ｂとの間に圧電体が挟まれ、第
３電極片６９ａと第４電極片６９ｂとの間に圧電体が挟まれることから、第１調整用電極
対６８および第２調整用電極対６９で前述の第１調整用電極対４９および第２調整用電極
対５１よりも大きな出力信号が得られる。漏れ振動の調整範囲は広がることができる。歩
留まりは向上することができる。
【００６３】
（５）第３実施形態に係るジャイロセンサー
　図１３に示されるように、第３実施形態に係るジャイロセンサー１１では振動片１５ａ
は前述の第１振動腕２６ａ、２６ｂに代えて１対の第１振動腕７１ａ、７１ｂを備える。
第１振動腕７１ａでは第２側面５３と表面１７ａとは第１段差７２で相互に接続される。
同様に、第２側面５３と裏面１７ｂとは第２段差７３で相互に接続される。第１段差７２
および第２段差７３は第１振動腕７１ａの根元から自由端に向かって例えば第１振動腕７
１ａの全長にわたって延びる。第１段差７２は、第２側面５３との間に稜線を規定する段
差面７２ａと、段差面７２ａに交差しつつ表面１７ａとの間に稜線を規定する垂直面７２
ｂとを備える。垂直面７２ｂと第１側面５２との間に第１振動腕７１ａの圧電体が挟まれ
る。同様に、第２段差７３は、第２側面５３との間に稜線を規定する段差面７３ａと、段
差面７３ａに交差しつつ裏面１７ｂとの間に稜線を規定する垂直面７３ｂとを備える。垂
直面７３ｂと第１側面５２との間に第１振動腕７１ａの圧電体が挟まれる。段差面７２ａ
、７３ａ同士の間に第１振動腕７１ａの圧電体は挟まれる。２つの第１振動腕７１ａ、７
１ｂは同形状に形成される。段差面７２ａ、７３ａは表面１７ａや裏面１７ｂに平行に広
がることができる。垂直面７２ｂ、７３ｂは対称面２９に平行に広がればよい。
【００６４】
　個々の第１振動腕７１ａ、７１ｂで導電膜１８は第１検出電極対および第２検出電極対
を形成する。一方の第１振動腕７１ａでは第１検出電極対の第１信号電極７４は第１段差
７２に固定される。第１信号電極７４は第１段差７２の段差面７２ａおよび垂直面７２ｂ
を覆う。第１信号電極７４は第１振動腕７１ａの根元から自由端に向かって例えば第１段
差７２の全長にわたって延びる。第２検出電極対の第２信号電極７５は第２段差７３に固
定される。第２信号電極７５は第２段差７３の段差面７３ａおよび垂直面７３ｂを覆う。
第２信号電極７５は第１振動腕７１ａの根元から自由端に向かって例えば第２段差７３の
全長にわたって延びる。第１検出電極対および第２検出電極対はグラウンド電極７６を共
有する。グラウンド電極７６は第１側面５２に固定される。グラウンド電極７６は第１側
面５２を覆う。グラウンド電極７６は第１振動腕７１ａの根元から自由端に向かって例え
ば第１振動腕７１ａの全長にわたって延びる。こうして第１振動腕７１ａの圧電体は第１
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信号電極７４およびグラウンド電極７６に挟まれ第２信号電極７５およびグラウンド電極
７６に挟まれる。
【００６５】
　もう１つの第１振動腕７１ｂでは第１検出電極対の第１信号電極７４は第２段差７３に
固定される。第１信号電極７４は第２段差７３の段差面７３ａおよび垂直面７３ｂを覆う
。第１信号電極７４は第１振動腕７１ｂの根元から自由端に向かって例えば第２段差７３
の全長にわたって延びる。第２検出電極対の第２信号電極７５は第１段差７２に固定され
る。第２信号電極７５は第１段差７２の段差面７２ａおよび垂直面７２ｂを覆う。第２信
号電極７５は第１振動腕７１ｂの根元から自由端に向かって例えば第１段差７２の全長に
わたって延びる。第１検出電極対および第２検出電極対はグラウンド電極７６を共有する
。グラウンド電極７６は第１側面５２に固定される。グラウンド電極７６は第１側面５２
を覆う。グラウンド電極７６は第１振動腕７１ｂの根元から自由端に向かって例えば第１
振動腕７１ｂの全長にわたって延びる。こうして第１振動腕７１ｂの圧電体は第２信号電
極７５およびグラウンド電極７６に挟まれ第１信号電極７４およびグラウンド電極７６に
挟まれる。
【００６６】
　図１４に示されるように、第１振動腕７１ａの第１信号電極７４は第１検出配線５５に
接続される。この接続にあたって導電膜１８は基部２５上に第１配線７７を形成する。第
１配線７７は表面１７ａで第３振動腕２８ａの第４電極片５１ｂに第１振動腕７１ａの第
１信号電極７４を接続する。
【００６７】
　第１振動腕７１ｂの第２信号電極７５は第３検出配線５７に接続される。この接続にあ
たって導電膜１８は基部２５上に第２配線７８を形成する。第２配線７８は表面１７ａで
第３振動腕２８ｂの第４電極片５１ｂに第１振動腕７１ｂの第２信号電極７５を接続する
。
【００６８】
　図１５に示されるように、第１振動腕７１ａの第２信号電極７５は第３検出配線５７に
接続される。この接続にあたって導電膜１８は基部２５上に第３配線７９を形成する。第
３配線７９は第１振動腕７１ｂと第３振動腕２８ｂとの間で裏面１７ｂから表面１７ａに
延びる。第３配線７９は第２配線７８に接続される。
【００６９】
　第１振動腕７１ｂの第１信号電極７４は第１検出配線５５に接続される。この接続にあ
たって導電膜１８は基部２５上に第４配線８１を形成する。第４配線８１は第１振動腕７
１ａ、７１ｂ同士の間で裏面１７ｂから表面１７ａに延びる。第４配線８１は第１配線７
７に接続される。
【００７０】
　第１振動腕７１ａ、７１ｂのグラウンド電極７６は第２検出配線５６および第４検出配
線５８に接続される。ここでは第２検出配線５６および第４検出配線５８は相互に接続さ
れることができる。その結果、グラウンド電極７６は第１検出端子のグラウンド端子５９
ｂおよび第２検出端子のグラウンド端子６１ｂに接続されることができる。こうした第１
振動腕７１ａ、７１ｂの採用によれば、第１振動腕７１ａ、７１ｂの検出感度が増加する
。Ｓ／Ｎ比は向上する。
【００７１】
（６）第４実施形態に係るジャイロセンサー
　図１６に示されるように、第４実施形態に係るジャイロセンサー１１では振動片１５ｂ
は前述の第１調整用電極対４９および第２調整用電極対５１に代えて第１調整用電極対８
２および第２調整用電極対８３を備える。第１調整用電極対８２は第１電極片８２ａおよ
び１対の第２電極片８２ｂを備える。第１電極片８２ａは第３振動腕２８ａの表面１７ａ
に配置される。第１電極片８２ａは第３振動腕２８ａの根元から自由端に向かって第３振
動腕２８ａの全長にわたって延びる。
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【００７２】
　第２電極片８２ｂは第３振動腕２８ａの第１側面５２および第２側面５３にそれぞれ配
置される。第２電極片８２ｂは第３振動腕２８ａの根元から自由端に向かって第３振動腕
２８ａの全長にわたって延びる。一方の第２電極片８２ｂは第１側面５２および表面１７
ａの稜線を挟んで第１電極片８２ａと隣り合う。もう１つの第２電極片８２ｂは第２側面
５３および表面１７ａの稜線を挟んで第１電極片８２ａと隣り合う。第１電極片８２ａお
よび第２電極片８２ｂの間にはそれぞれ稜線に沿って間隙が区画される。第３振動腕２８
ａの変形に応じて第１電極片８２ａおよび第２電極片８２ｂから電流は取り出される。
【００７３】
　第２調整用電極対８３は第３電極片８３ａおよび１対の第４電極片８３ｂを備える。第
３電極片８３ａは第３振動腕２８ａの裏面１７ｂに配置される。第３電極片８３ａは第３
振動腕２８ａの根元から自由端に向かって第３振動腕２８ａの全長にわたって延びる。第
４電極片８３ｂは第３振動腕２８ａの第１側面５２および第２側面５３にそれぞれ配置さ
れる。第４電極片８３ｂは第３振動腕２８ａの根元から自由端に向かって第３振動腕２８
ａの全長にわたって延びる。一方の第４電極片８３ｂは第１側面５２および裏面１７ｂの
稜線を挟んで第３電極片８３ａにと隣り合う。もう１つの第４電極片８３ｂは第２側面５
３および裏面１７ｂの稜線を挟んで第３電極片８３ａと隣り合う。第３電極片８３ａおよ
び第４電極片８２ｂの間にはそれぞれ稜線に沿って間隙が区画される。第３振動腕２８ａ
の変形に応じて第３電極片８３ａおよび第４電極片８３ｂから電流は取り出される。同様
に、もう１つの第３振動腕２８ｂには第１調整用電極対８２および第２調整用電極対８３
が固定される。
【００７４】
　図１７に示されるように、導電膜１８は第１検出配線８４および第２検出配線８５を形
成する。第１検出配線８４および第２検出配線８５は基部２５や一方の第２吊り腕３３ａ
に固定される。第１検出配線８４には第３振動腕２８ａの第１電極片８２ａおよび第１振
動腕２６ａの信号電極４７ａが電気的に接続される。第２検出配線８５には第２電極片８
２ｂおよび第１振動腕２６ａのグラウンド電極４７ｂが電気的に接続される。同様に、導
電膜１８は第３検出配線８６および第４検出配線８７を形成する。第３検出配線８６およ
び第４検出配線８７は基部２５やもう１つの第２吊り腕３３ｂに固定される。第３検出配
線８６には第３振動腕２８ｂの第１電極片８２ａおよび第１振動腕２６ｂの信号電極４８
ａが電気的に接続される。第４検出配線８７には第２電極片８２ｂおよび第１振動腕２６
ｂのグラウンド電極４８ｂが電気的に接続される。
【００７５】
　図１８に示されるように、第３振動腕２８ａの第４電極片８３ｂおよび第１振動腕２６
ａの信号電極４７ａは第１検出配線８４に電気的に接続される。第１検出配線８４は第１
検出端子の信号端子５９ａに電気的に接続される。第３振動腕２８ａの第３電極片８３ａ
および第１振動腕２６ａのグラウンド電極４７ｂは第２検出配線８５に電気的に接続され
る。第２検出配線８５は第１検出端子のグラウンド端子５９ｂに電気的に接続される。同
様に、第３振動腕２８ｂの第４電極片８３ｂおよび第１振動腕２６ｂの信号電極４８ａは
第３検出配線８６に電気的に接続される。第３検出配線８６は第２検出端子の信号端子６
１ａに電気的に接続される。第３振動腕２８ｂの第３電極片８３ａおよび第１振動腕２６
ｂのグラウンド電極４８ｂは第４検出配線８７に電気的に接続される。第４検出配線８７
は第２検出端子のグラウンド端子６１ｂに電気的に接続される。
【００７６】
　図１９に示されるように、第１振動腕２６ａ、２６ｂの形状が例えば加工誤差に基づき
設計された形状からずれると、第１振動腕２６ａ、２６ｂの出力信号ではコリオリ力の力
成分に漏れ振動の成分が重畳される。同時に、第１振動腕２６ａ、２６ｂの出力信号には
第１調整用電極対８２の電気信号および第２調整用電極対８３の電気信号が重畳される。
電気信号の大きさは調整される。調整の結果、第１および第２調整用電極対８２、８３の
電気信号は漏れ振動の成分を打ち消すことができる。こうして出力信号のＳ／Ｎ比は向上
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する。電気信号の調整にあたって第１調整用電極対８２または第２調整用電極対８３の形
状は予め整えられる。第１電極片８２ａおよび第２電極片８２ｂの間に介在する圧電体の
体積や第１電極片８２ａと第２電極片８２ｂとの距離が調整される。第３電極片８３ａお
よび第４電極片８３ｂの間に介在する圧電体の体積や第３電極片８３ａと第４電極片８３
ｂとの距離が調整される。第１振動腕２６ａ、２６ｂ、第２振動腕２７ａ、２７ｂおよび
第３振動腕２８ａ、２８ｂに切り込みの形成は回避されることができる。機械強度の低下
は回避されることができる。切り込みは形成されないことから、加工精度の向上は必ずし
も要求されない。
【００７７】
　しかも、第１調整用電極対８２の電気信号および第２調整用電極対８３の電気信号は互
いに逆位相であることから、第１調整用電極対８２および第２調整用電極対８３の相対関
係に基づき電気信号の大きさは調整されることができる。したがって、図１９および図２
０から明らかなように、漏れ振動の位相が第１振動腕２６ａ、２６ｂの出力信号に同位相
でも逆位相でも漏れ振動の成分は打ち消されることができる。第１調整用電極対８２の電
気信号と第２調整用電極対８３の電気信号とが相互に打ち消し合えば、前述と同様に、そ
れら電気信号から第１振動腕２６ａ、２６ｂの出力信号に加えられる影響は排除されるこ
とができる。
【００７８】
（７）第５実施形態に係るジャイロセンサー
　第５実施形態に係るジャイロセンサー１１では振動片１５に前述の第３振動腕２８ａ、
２８ｂに代えて第３振動腕８８が用いられる。図２１に示されるように、第３振動腕８８
では表面１７ａおよび裏面１７ｂは第１段差８９および第２段差９１でそれぞれ第１側面
５２に接続される。同様に、第３振動腕８８では表面１７ａおよび裏面１７ｂは第３段差
９２および第４段差９３でそれぞれ第２側面５３に接続される。第１～第４段差８９～９
３は第３振動腕８８の根元から自由端に向かって例えば第３振動腕８８の全長にわたって
延びる。
【００７９】
　第１段差８９は、第１側面５２との間に稜線を規定する段差面８９ａと、段差面８９ａ
に交差しつつ表面１７ａとの間に稜線を規定する垂直面８９ｂとを備える。第２段差９１
は、第１側面５２との間に稜線を規定する段差面９１ａと、段差面９１ａに交差しつつ裏
面１７ｂとの間に稜線を規定する垂直面９１ｂとを備える。第３段差９２は、第２側面５
３との間に稜線を規定する段差面９２ａと、段差面９２ａに交差しつつ表面１７ａとの間
に稜線を規定する垂直面９２ｂとを備える。第４段差９３は、第２側面５３との間に稜線
を規定する段差面９３ａと、段差面９３ａに交差しつつ裏面１７ｂとの間に稜線を規定す
る垂直面９３ｂとを備える。垂直面８９ｂ、９２ｂ同士の間に第３振動腕８８の圧電体が
挟まれる。同様に、垂直面９１ｂ、９３ｂ同士の間に第３振動腕８８の圧電体は挟まれる
。第１段差８９の垂直面８９ｂおよび第３段差９２の垂直面９２ｂにそれぞれ第１調整用
電極８２の第２電極片８２ｂが固定される。第２段差９１の垂直面９１ｂおよび第４段差
９３の垂直面９３ｂにそれぞれ第２調整用電極８３の第４電極片８３ｂが固定される。
【００８０】
（８）第６実施形態に係るジャイロセンサー
　第６実施形態に係るジャイロセンサー１１では振動片１５に前述の第３振動腕８８に代
えて第３振動腕９４が用いられる。この第３振動腕９４では、図２２に示されるように、
前述の第３振動腕８８で表面１７ａおよび裏面１７ｂに第１溝９５および第２溝９６がそ
れぞれ形成される。第１溝９５および第２溝９６は第３振動腕９４の根元から自由端に向
かって第３振動腕９４の長手方向に延びる。第１溝９５および第２溝９６は第３振動腕９
４の全長にわたって延びる長溝に形成されることができる。
【００８１】
　第１溝９５は第１壁面９５ａおよび第２壁面９５ｂを有する。第１壁面９５ａおよび第
２壁面９５ｂは相互に向き合う。第１壁面９５ａは第１段差８９の垂直面８９ｂとの間に
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第３振動腕９４の圧電体を挟む。第２壁面９５ｂは第３段差９２の垂直面９２ｂとの間に
第３振動腕９４の圧電体を挟む。第１壁面９５ａおよび第２壁面９５ｂは対称面２９に平
行に広がればよい。
【００８２】
　第２溝９６は第３壁面９６ａおよび第４壁面９６ｂを有する。第３壁面９６ａおよび第
４壁面９６ｂは相互に向き合う。第３壁面９６ａは第２段差９１の垂直面９１ｂとの間に
第３振動腕９４の圧電体を挟む。第４壁面９６ｂは第４段差９３の垂直面９３ｂとの間に
第３振動腕９４の圧電体を挟む。第３壁面９６ａおよび第４壁面９６ｂは対称面２９に平
行に広がればよい。
【００８３】
　第１溝９５の第１壁面９５ａおよび第２壁面９５ｂには第１調整用電極対８２の第１電
極片８２ａが固定される。したがって、第１電極片８２ａと第２電極片８２ｂとの間に第
３振動腕９４の圧電体は挟まれる。第２溝９６の第３壁面９６ａおよび第４壁面９６ｂに
は第２調整用電極対８３の第３電極片８３ａが固定される。したがって、第１電極片８３
ａと第２電極片８３ｂとの間に第３振動腕９４の圧電体は挟まれる。その他の構成は前述
の第１実施形態の構成と同一に構成されることができる。前述の第１実施形態と均等な構
成や構造には同一の参照符号が付され、その詳細な説明は割愛される。
【００８４】
　コリオリ力で励起される振動が第３振動腕９４に伝わると、表面１７ａの収縮時に裏面
１７ｂは伸張し、表面１７ａの伸張時に裏面１７ｂは収縮する。その結果、第２調整用電
極対８３は第１調整用電極対８２の逆位相の電気信号を出力することができる。この第６
実施形態では、第１電極片８２ａと第２電極片８２ｂとの間に圧電体が挟まれ、第３電極
片８３ａと第４電極片８３ｂとの間に圧電体が挟まれることから、第１調整用電極対８２
および第２調整用電極対８３で前述の第１調整用電極対８２および第２調整用電極対８３
よりも大きな出力信号が得られる。漏れ振動の調整範囲は広がることができる。歩留まり
は向上することができる。
【００８５】
（９）第７実施形態に係るジャイロセンサー
　第７実施形態に係るジャイロセンサー１１では前述の振動片１５に代えて振動片１５ｃ
が用いられる。図２３に示されるように、振動片１５ｃは音叉形の本体１０１を備える。
本体１０１は本体１０１の重心を含み第１および第２基準平面ＲＰ１、ＲＰ２に直交する
対称面２９に関して面対称に形作られる。本体１０１は非圧電体で形成される。ここでは
、本体１０１は例えばシリコン（Ｓｉ）から形成される。本体１０１は基部１０２と第１
振動腕１０３ａ、１０３ｂとを有する。第１振動腕１０３ａ、１０３ｂは基部１０２から
同方向に並列に延びる。第１振動腕１０３ａ、１０３ｂは基部１０２に片持ち支持される
。片持ち支持にあたって本体１０１の一端には固定部１０１ａが区画される。
【００８６】
　第１振動腕１０３ａ、１０３ｂの表面には１対の駆動用圧電体１０４ａ、１０４ｂおよ
び１つの検出用圧電体１０５がそれぞれ積層される。駆動用圧電体１０４ａ、１０４ｂお
よび検出用圧電体１０５は例えばチタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）から形成されることが
できる。駆動用圧電体１０４ａ、１０４ｂおよび検出用圧電体１０５の積層にあたって本
体１０１の表面には導電材の下地膜１０６が形成される。この下地膜１０６は共通のグラ
ウンド電極として機能することができる。駆動用圧電体１０４ａ、１０４ｂおよび検出用
圧電体１０５の表面には駆動電極１０７ａ、１０７ｂおよび検出電極１０８がそれぞれ固
定される。こうして駆動用圧電体１０４ａ、１０４ｂは駆動電極１０７ａ、１０７ｂおよ
び下地膜１０６に挟まれる。検出用圧電体１０５は検出電極１０８および下地膜１０６に
挟まれる。
【００８７】
　固定部１０１ａには１対の駆動端子１０９ａ、１０９ｂ、１対の検出端子１１１および
グラウンド端子１１２が配置される。一方の駆動端子１０９ａは振動腕１０３ａ、１０３
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ｂごとに一方の駆動電極１０７ａに接続される。他方の駆動端子１０９ｂは第１振動腕１
０３ａ、１０３ｂごとに他方の駆動電極１０７ｂに接続される。検出端子１１１は検出電
極１０８に接続される。グラウンド端子１１２は下地膜１０６に接続される。したがって
、相互に逆位相で第１振動腕１０３ａ、１０３ｂ上の駆動電極１０７ａ、１０７ｂに駆動
信号が供給されると、第１振動腕１０３ａ、１０３ｂは第１基準平面ＲＰ１および第２基
準平面ＲＰ２の間で屈曲運動する。相互に離れたり近づいたりを繰り返す。
【００８８】
　本体１０１は１対の第２振動腕１１３をさらに備える。第２振動腕１１３は第１振動腕
１０３ａ、１０３ｂに並列に延びる。第２振動腕１１３の表面には１対の調整用圧電体１
１４が積層される。調整用圧電体１１４は相互に並列に対称面２９に平行に延びる。調整
用圧電体１１４は対称面２９に平行な第２振動腕１１３の中心線１１５で線対称に形成さ
れることができる。調整用圧電体１１４は例えばＰＺＴから形成されることができる。調
整用圧電体１１４の積層にあたって第２振動腕１１３では本体１０１の表面に下地膜１０
６が広がる。下地膜１０６はグラウンド電極として機能する。個々の調整用圧電体１１４
の表面には個別に電極片１１７、１１８が配置される。電極片１１７、１１８同士は中心
線１１５で線対称に形成されることができる。電極片１１７、１１８は下地膜１０６から
離れた位置で調整用圧電体１１４にそれぞれ接触する。ここでは、電極片１１７、１１８
および下地膜１０６の間に調整用圧電体１１４は挟まれる。
【００８９】
　駆動信号で励起される振動が第２振動腕１１３に伝わると、電極片１１７および下地膜
１０６の間で調整用圧電体１１４は第２振動腕１１３の長手方向に収縮する一方で、電極
片１１８および下地膜１０６の間で調整用圧電体１１４は第２振動腕１１３の長手方向に
伸張する。反対に、電極片１１７および下地膜１０６の間で調整用圧電体１１４が第２振
動腕１１３の長手方向に伸張すると、電極片１１８および下地膜１０６の間で調整用圧電
体１１４は第２振動腕１１３の長手方向に収縮する。その結果、電極片１１７と電極片１
１８とは相互に逆位相の電気信号を出力することができる。
【００９０】
　前述と同様に、第１振動腕１０３ａ、１０３ｂの出力信号に含まれる漏れ振動の成分は
電極片１１７、１１８の電気信号で少なくとも部分的に打ち消されることができる。電極
片１１７、１１８の電気信号が第１振動腕１０３ａ、１０３ｂの出力信号に重畳されると
、出力信号のＳ／Ｎ比は向上する。しかも、電極片１１７の電気信号および電極塩１１８
の電気信号は互いに逆位相であることから、電極片１１７、１１８の相対関係に基づき電
気信号の大きさは調整されることができる。したがって、漏れ振動の位相が第１振動腕１
０３ａ、１０３ｂの出力信号に同位相でも逆位相でも漏れ振動の成分は打ち消されること
ができる。電極片１１７の電気信号と電極片１１８の電気信号とが釣り合えば、それら電
気信号から検出用振動腕１０３ａ、１０３ｂの出力信号に加えられる影響は排除されるこ
とができる。導電片１１７、１１８が例えば部分的に削除されれば、電気信号の大きさは
調整されることができる。電気信号の調整にあたって電極片１１７、１１８の形状が制御
されればよく、第１振動腕１０３ａ、１０３ｂや第２振動腕１１３に切り込みの形成は回
避されることができる。機械強度の低下は回避されることができる。切り込みは形成され
ないことから、加工精度の向上は必ずしも要求されない。
【００９１】
（１０）電子機器その他
　図２４は電子機器の一具体例としてのスマートフォン２０１を概略的に示す。スマート
フォン２０１には振動片１５、１５ａ～１５ｃを有するジャイロセンサー１１が組み込ま
れる。ジャイロセンサー１１はスマートフォン２０１の姿勢を検出することができる。い
わゆるモーションセンシングが実施される。ジャイロセンサー１１の検出信号は例えばマ
イクロコンピューターチップ（ＭＰＵ）２０２に供給されることができる。ＭＰＵ２０２
はモーションセンシングに応じて様々な処理を実行することができる。その他、こういっ
たモーションセンシングは、携帯電話機、携帯型ゲーム機、ゲームコントローラー、カー
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ナビゲーションシステム、ポインティングデバイス、ヘッドマウンティングディスプレイ
、タブレットパソコン等の電子機器で利用されることができる。モーションセンシングの
実現にあたってジャイロセンサー１１は組み込まれることができる。
【００９２】
　図２５は電子機器の他の具体例としてのデジタルスチルカメラ（以下「カメラ」という
）２０３を概略的に示す。カメラ２０３には振動片１５、１５ａ～１５ｃを有するジャイ
ロセンサー１１が組み込まれる。ジャイロセンサー１１はカメラ２０３の姿勢を検出する
ことができる。ジャイロセンサー１１の検出信号は手ぶれ補正装置２０４に供給されるこ
とができる。手ぶれ補正装置２０４はジャイロセンサー１１の検出信号に応じて例えばレ
ンズセット２０５内の特定のレンズを移動させることができる。こうして手ぶれは補正さ
れることができる。その他、手ぶれ補正はデジタルビデオカメラで利用されることができ
る。手ぶれ補正の実現にあたってジャイロセンサー１１は組み込まれることができる。
【００９３】
　図２６は移動体の一具体例としての自動車２０６を概略的に示す。自動車２０６には振
動片１５、１５ａ～１５ｃを有するジャイロセンサー１１が組み込まれる。ジャイロセン
サー１１は車体２０７の姿勢を検出することができる。ジャイロセンサー１１の検出信号
は車体姿勢制御装置２０８に供給されることができる。車体姿勢制御装置２０８は例えば
車体２０７の姿勢に応じてサスペンションの硬軟を制御したり個々の車輪２０９のブレー
キを制御したりすることができる。その他、こういった姿勢制御は二足歩行ロボットや航
空機、ヘリコプター等の各種移動体で利用されることができる。姿勢制御の実現にあたっ
てジャイロセンサー１１は組み込まれることができる。
【００９４】
　なお、上記のように本実施形態について詳細に説明したが、本発明の新規事項および効
果から実体的に逸脱しない多くの変形が可能であることは当業者には容易に理解できるで
あろう。したがって、このような変形例はすべて本発明の範囲に含まれる。例えば、上記
実施形態では、振動片としての形成材料として水晶を用いた例を説明したが、水晶以外の
圧電体材料を用いることができる。例えば、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）や、ニオブ酸リ
チウム（ＬｉＮｂＯ３）、タンタル酸リチウム（ＬｉＴａＯ３）、チタン酸ジルコン酸鉛
（ＰＺＴ）、四ホウ酸リチウム（Ｌｉ２Ｂ４Ｏ７）、ランガサイト（Ｌａ３Ｇａ５ＳｉＯ

１４）などの酸化物基板や、ガラス基板上に窒化アルミニウムや五酸化タンタル（Ｔａ２

Ｏ５）などの圧電体材料を積層させて構成された積層圧電基板、あるいは圧電セラミック
スなどを用いることができる。また、明細書または図面において、少なくとも一度、より
広義または同義な異なる用語とともに記載された用語は、明細書または図面のいかなる箇
所においても、その異なる用語に置き換えられることができる。また、振動片１５、１５
ａ～１５ｃやジャイロセンサー１１、電子機器、移動体等の構成および動作も本実施形態
で説明したものに限定されず、種々の変形が可能である。
【符号の説明】
【００９５】
　１１　ジャイロセンサー、１５　振動片、１５ａ　振動片、１５ｂ　振動片、１５ｃ　
振動片、１７ａ　第１面（表面）、１７ｂ　第２面（裏面）、２５　基部、２６ａ　検出
用振動腕（第１振動腕）、２６ｂ　検出用振動腕（第１振動腕）、２７ａ　駆動用振動腕
（第２振動腕）、２７ｂ　駆動用振動腕（第２振動腕）、４７ａ　検出電極（信号電極）
、４７ｂ　検出電極（グラウンド電極）、４８ａ　検出電極（信号電極）、４８ｂ　検出
電極（グラウンド電極）、５２　第１側面、５３　第２側面、６３　調整用振動腕（第３
振動腕）、６４　第１溝、６５　第２溝、６６ａ　第１壁面、６６ｂ　第２壁面、６７ａ
　第３壁面、６７ｂ　第４壁面、６８　第１調整用電極、６８ａ　第１電極片、６８ｂ　
第２電極片、６９　第２調整用電極、６９ａ　第３電極片、６９ｂ　第４電極片、１０２
　基部、１０３ａ　駆動用振動腕兼検出用振動腕（第１振動腕）、１０３ｂ　駆動用振動
腕兼検出用振動腕（第１振動腕）、１０６　第１調整用電極兼第２調整用電極（下地膜）
、１０８　検出電極、１１３　調整用振動腕（第２振動腕）、１１４　圧電体（調整用圧
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電体）、１１７　第１調整用電極（電極片）、１１８　第２調整用電極（電極片）、２０
１　電子機器（スマートフォン）、２０３　電子機器（デジタルスチルカメラ）、２０６
　移動体（自動車）。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】

【図２２】

【図２３】
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【図２４】 【図２５】

【図２６】
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【手続補正書】
【提出日】平成25年4月25日(2013.4.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２２】
　振動片１５は容器本体１３に片持ち支持される。片持ち支持にあたって本体１７の一端
には固定部１９が区画される。固定部１９には接続端子群２１が配置される。接続端子群
２１は裏面１７ｂに広がる導電膜１８の一部で形成される。接続端子群２１は複数の接続
端子すなわち導電材製パッドを含む。接続端子の詳細は後述される。その一方で、容器本
体１３の底板には導電端子群２２が配置される。導電端子群２２は複数の接続端子すなわ
ち導電材製パッドを含む。振動片１５の接続端子群２１は底板上の導電端子群２２に接合
される。接合にあたって例えばはんだバンプや金バンプといった導電接合材２３が用いら
れることができる。こうして振動片１５は固定部１９で容器本体１３の底板に固着される
。導電端子群２２は導電膜１８の配線（図示されず）でＩＣチップ１６に接続される。Ｉ
Ｃチップ１６は例えば容器本体１３の底板に接着されればよい。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２７】
　振動片１５の本体１７は少なくとも１対の第１吊り腕３２ａ、３２ｂと１対の第２吊り
腕３３ａ、３３ｂとを有する。ここでは、本体１７には１対の第１吊り腕３２ａ、３２ｂ
が区画される。第１吊り腕３２ａ、３２ｂは、１対の第２振動腕２７ａ、２７ｂの両側で
固定部１９から第１方向Ｄ１にそれぞれ延びる。第１吊り腕３２ａ、３２ｂの先端は基部
２５の第１連結部３４にそれぞれ連結される。２つの第１連結部３４は１対の第２振動腕
２７ａ、２７ｂの両側に位置する。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３４】
　第２検出電極対の信号電極４８ａおよびグラウンド電極４８ｂは他方の第１振動腕２６
ｂに固定される。第２検出電極対の信号電極４８ａは第１振動腕２６ｂの表面１７ａで第
１振動腕２６ｂの根元から自由端に向かって延びる。第１検出電極対のグラウンド電極４
８ｂは第１振動腕２６ｂの表面１７ａで第１振動腕２６ｂの根元から自由端に向かって延
びる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５２】
　容器１２が用意される。容器本体１３内にＩＣチップ１６が固着される。続いて容器本
体１３内に振動片１５が固着される。接続端子群２１は導電端子群２２に接合される。第
１および第２駆動端子４５、４６、第１検出端子５９ａ、５９ｂ、並びに、第２検出端子
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６１ａ、６１ｂはそれぞれ対応の接続端子に受け止められる。こうして振動片１５はＩＣ
チップ１６に電気的に接続される。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９０】
　前述と同様に、第１振動腕１０３ａ、１０３ｂの出力信号に含まれる漏れ振動の成分は
電極片１１７、１１８の電気信号で少なくとも部分的に打ち消されることができる。電極
片１１７、１１８の電気信号が第１振動腕１０３ａ、１０３ｂの出力信号に重畳されると
、出力信号のＳ／Ｎ比は向上する。しかも、電極片１１７の電気信号および電極片１１８
の電気信号は互いに逆位相であることから、電極片１１７、１１８の相対関係に基づき電
気信号の大きさは調整されることができる。したがって、漏れ振動の位相が第１振動腕１
０３ａ、１０３ｂの出力信号に同位相でも逆位相でも漏れ振動の成分は打ち消されること
ができる。電極片１１７の電気信号と電極片１１８の電気信号とが釣り合えば、それら電
気信号から検出用振動腕１０３ａ、１０３ｂの出力信号に加えられる影響は排除されるこ
とができる。導電片１１７、１１８が例えば部分的に削除されれば、電気信号の大きさは
調整されることができる。電気信号の調整にあたって電極片１１７、１１８の形状が制御
されればよく、第１振動腕１０３ａ、１０３ｂや第２振動腕１１３に切り込みの形成は回
避されることができる。機械強度の低下は回避されることができる。切り込みは形成され
ないことから、加工精度の向上は必ずしも要求されない。
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